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1. 化審法とは

　化学物質審査規制法（化審法）は，人の健康や生態への
影響に支障を来すおそれのある化学物質による環境の汚染
を防止することを目的として，昭和 48年（1973年）に制
定された。2013年に制定からちょうど 40年を迎えた。
　まず，化審法の概要について簡単に述べる。化審法制定
時から構築された制度は大きく 2点ある。その 1点目は，
新規化学物質の事前審査制度である。我が国において事業
者が新規の化学物質を製造または輸入する際には，事前に
国（厚生労働大臣，経済産業大臣，環境大臣※1。以下，「三
大臣」）に対して，その化学物質の性状などに関するデータ
などの届出を行うことになっている。つまり，三大臣がそ
の化学物質の性状などの審査を行い，安全性について確認

をした上でないと，事業者は，その新規化学物質の製造ま
たは輸入ができないという仕組みである。
　2点目は，化学物質の性状に応じた規制措置である。こ
れは，化学物質の毒性，分解性，蓄積性といった性状に応
じて，また，環境中にどのくらいその化学物質が残留する
かといった観点も必要に応じて考慮した規制を導入してい
るということである。例えば，難分解性，高蓄積性である
ことに加え，人または高次捕食動物（鳥類など）への長期
毒性がある化学物質は，「第一種特定化学物質」に指定さ
れ，必要不可欠な用途として政令で指定する場合を除き，
その製造・輸入および使用は原則として許可されない。な
お，今年度，新たに 2つの化学物質が第一種特定化学物質
に指定されることが決定したが，これについては後述す
る。一方で，難分解性，高蓄積性であっても，人または高
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※1 平成 13年の改正時から環境大臣も本法の所管大臣に追加。

図 1. 化審法の体系（平成 23年 4月 1日～）
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